
 

 

 

先週の水曜日から確定申告期間が始まりました。会計事

務所等への必要書類の送付はお済みでしょうか？ 

確定申告のうち、事業所得や不動産所得に関しましては、

先生方もよく御存知であると思われます。 

しかし、株式又は証券投資信託のうち金融商品取引市場

に上場されているもの（以下、「上場株式等」とします）の配当

又は分配（以下、「配当等」とします）による収益もしくは上場

株式等の譲渡損益についてはいかがでしょうか？ 

この分野につきましては、近年立て続けに改正近年立て続けに改正近年立て続けに改正近年立て続けに改正がございまし

たので、よく分からないという先生もいらっしゃるかもしれません。

今回は、上場株式等の配当等及び譲渡損益に係る確定申

告について、今一度確認の意味で整理させていただきます。 

 

①そもそも確定申告は必要なのか？①そもそも確定申告は必要なのか？①そもそも確定申告は必要なのか？①そもそも確定申告は必要なのか？    

まず、上場株式等の配当等の確定申告は不要不要不要不要です。

（※これは、上場株式等の配当等の７％の所得税７％の所得税７％の所得税７％の所得税及び３％３％３％３％

の住民税の住民税の住民税の住民税が源泉徴収源泉徴収源泉徴収源泉徴収されているためです。） 

また、上場株式等の譲渡損益についても、必ずしも確定必ずしも確定必ずしも確定必ずしも確定

申告が必要な訳ではありません。申告が必要な訳ではありません。申告が必要な訳ではありません。申告が必要な訳ではありません。御存知の方もいらっしゃ

るとは思いますが、再確認の意味で下記の分類をご覧下

さい。 
 

特定特定特定特定口座   源泉徴収ありありありあり → 確定申告不要不要不要不要    

源泉徴収なしなしなしなし → 確定申告必要必要必要必要 

一般一般一般一般口座              → 確定申告必要必要必要必要 
 

まず、上場株式等の管理及び譲渡を行う口座には「特特特特

定口座定口座定口座定口座」と「一般口座一般口座一般口座一般口座」の２種類があります。 

一般口座の場合及び特定口座のうち「源泉徴収なし源泉徴収なし源泉徴収なし源泉徴収なし」の

場合は当然のことながら確定申告が必要必要必要必要ですが、特定口

座のうち「源泉徴収あり源泉徴収あり源泉徴収あり源泉徴収あり」の場合は確定申告が不要不要不要不要です。

（※これは、配当等と同様、譲渡益の７％の所得税７％の所得税７％の所得税７％の所得税及び

３％の住民税３％の住民税３％の住民税３％の住民税が源泉徴収源泉徴収源泉徴収源泉徴収されているためです。） 

また、特定口座の場合には、その年の上場株式等の配

当等及び譲渡損益が「特定口座年間取引特定口座年間取引特定口座年間取引特定口座年間取引報告書報告書報告書報告書」という書

類にまとめられていますが、一般口座の場合には、その年

の上場株式等の配当等及び譲渡損益を一銘柄ずつご自身ご自身ご自身ご自身

で計算しなければなりません。で計算しなければなりません。で計算しなければなりません。で計算しなければなりません。 

なお、念のためお断りしておきますが、「源泉徴収あり」

を選択していないからといって、税金の支払を免れるという税金の支払を免れるという税金の支払を免れるという税金の支払を免れるという

訳ではありません。訳ではありません。訳ではありません。訳ではありません。一般口座の場合には、１回に支払を受 

 

 

 

 

 

 

 

ける金額が３０万円３０万円３０万円３０万円を超える場合に「支払調書」が税務署

に提出されますし、特定口座の場合には、「特定口座年間

取引報告書」が税務署に提出されます。 

いずれにしましても、結局は税金を支払わなければ結局は税金を支払わなければ結局は税金を支払わなければ結局は税金を支払わなければならならならなら

ないないないないのですから、手間のかからない「特定口座特定口座特定口座特定口座で、かつ源源源源

泉徴収あり泉徴収あり泉徴収あり泉徴収あり」を選択されることを強くお勧め致します。    

 

②それでも確定申告をする理由②それでも確定申告をする理由②それでも確定申告をする理由②それでも確定申告をする理由    

①において、確定申告が不要であるとご説明させていた

だいた場合であっても、多くの方は確定申告をされていま多くの方は確定申告をされていま多くの方は確定申告をされていま多くの方は確定申告をされていま

す。す。す。す。なぜでしょうか？ 

結論から申しますと、「損損損損」と「益益益益」を相殺相殺相殺相殺するためです。 

まず、上場株式等に係る確定申告をした場合には、上場

株式等の譲渡損を、他の上場株式等の配当等又は上場株

式等の譲渡益と相殺することができます。 

また、上記の相殺をしても、なお相殺しきれなかった損

失（以下、「上場株式等に係る譲渡損失上場株式等に係る譲渡損失上場株式等に係る譲渡損失上場株式等に係る譲渡損失」とします）がある場

合には、その損失の生じた年から３年以内損失の生じた年から３年以内損失の生じた年から３年以内損失の生じた年から３年以内であれば、その

損失の金額を翌年以降に生じた上場株式等の配当等又は

上場株式等の譲渡益と相殺することができます。    

なお、損失の繰越にあたっては、確定申告が要件確定申告が要件確定申告が要件確定申告が要件となり

ますので、上場株式等に係る譲渡損失がある場合には、

必ず確定申告必ず確定申告必ず確定申告必ず確定申告をして下さい。    

    

③確定申告をすると損なケースも？③確定申告をすると損なケースも？③確定申告をすると損なケースも？③確定申告をすると損なケースも？    

ただし、例えば、「特定口座で、かつ源泉徴収あり」を選

択しているため、本来なら確定申告をする必要はない本来なら確定申告をする必要はない本来なら確定申告をする必要はない本来なら確定申告をする必要はないので

すが、前年以前から繰越している上場株式等に係る譲渡

損失があるため、確定申告を行い確定申告を行い確定申告を行い確定申告を行い、今年の上場株式等の

配当等又は上場株式等の譲渡益（以下、譲渡益等としま

す）を相殺し、すでに差引かれている源泉所得税等の還付源泉所得税等の還付源泉所得税等の還付源泉所得税等の還付

を受けようとする場合を受けようとする場合を受けようとする場合を受けようとする場合には要注意です。 

譲渡益等を確定申告することで、その譲渡益等はご自ご自ご自ご自

身の所得に合算身の所得に合算身の所得に合算身の所得に合算されるため、一定の所得金額が適用の要

件となっている所得控除や税額控除、所得金額を基準に

計算される国民健康保険料等に影響が生じる可能性があ

ります。 

（参考） 

・  住宅ローン控除の適用…所得金額３，０００万円以下 

・ 配偶者控除・扶養控除等の適用…所得金額３８万円以下 
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